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   TMitln――=c+lnURt+lnIncomejt+lnSavejt+Dum2006+Dum2013+ei   popit
＊ i =年齢階層（60-64歳、65-69歳、70歳以上）
 j =年齢階層（60歳代、70歳以上）



























変　　数　　名 平　　均 標準偏差 最　　小 最　　大
男性会員60-64歳 158.22 71.77 53 263
男性会員65-69歳 504.11 51.27 397 557 
男性会員70歳以上 965.56 74.85 818 1072 
女性会員60-64歳 91.89 33.82 52 139 
女性会員65-69歳 241.22 19.42 199 261 
女性会員70歳以上 414.00 32.03 339 438 
男女会員数　60-64歳 250.11 104.55 105 402 
男女会員数　65-69歳 745.33 66.28 596 817 
男女会員数　70歳以上 1379.56 99.54 1157 1503 
熊本市60歳以上人口 731980.22 19748.53 679618 740822 
熊本市60-64歳人口 50689.56 3930.01 44476 56311
熊本市65-69歳人口 45129.89 6895.19 36756 54838 
熊本市70歳以上人口 121247.44 9231.01 102560 133344 
熊本市男性60歳以上の人口 343752.22 9153.75 319703 348820
熊本市男性60-64歳人口 24053.44 1793.02 20892 26640 
熊本市男性65-69歳人口 20873.44 3456.69 16523 25690
熊本市男性70歳以上人口 47362.11 3978.32 39823 53062 
熊本市女性60歳以上の人口 388228.00 10660.48 359915 393184 
熊本市女性60-64歳人口 26636.11 2153.77 23584 29671
熊本市女性65-69歳人口 24256.44 3441.50 20233 29148
熊本市女性70歳以上人口 73885.33 5276.30 62737 80282
失業率 5.25 0.85 4 6
60歳代の年間収入/万円 567.78 8.21 558 582
70歳以上の年間収入 451.00 9.77 435 466
60歳代の貯蓄/万円 2343.67 84.82 2202 2484
70歳代の貯蓄 2342.11 97.01 2197 2452 
熊本県市部の60-64歳人口 108120.00 6429.39 98240 118100 
熊本県市部の65-69歳人口 95573.33 12078.00 82680 115600 
熊本県市部の70歳以上人口 289520.00 13437.47 266740 306600 



































説明変数 被説明変数会員総数 60-64歳会員数 65-69歳会員数 70歳以上会員数
定数項 -37.854 ＊＊＊ -26.221 ＊ -14.647 ＊ 0.732 
2.909 14.255 7.156 1.726 
失業率 0.962 ＊＊＊ 2.392 ＊＊＊ 1.196 ＊＊＊ -0.217 
0.050 0.256 0.128 0.138 
年間所得（１期前） 2.995 ＊＊＊
0.434 








2006年政策ダミー -0.065 ＊＊ -0.265 ＊＊ -0.109 ＊ 0.051 ＊
0.022 0.099 0.050 0.027 
2013年政策ダミー -0.056 
0.044 
R-squared 0.988 0.928 0.917 0.711 
Adjusted R-squared 0.983 0.899 0.884 0.595 
F (zero slopes) 199.090 0.000 32.253 0.000 27.550 0.000 6.145 0.009 
































説明変数 被説明変数女性会員総数 60-64歳会員数 65-69歳会員数 70歳以上会員数
定数項 2.049 -14.700 -17.324 ＊＊＊ 10.465 ＊＊
5.626 13.856 4.650 3.866 
失業率 0.658 1.177 ＊＊＊ -0.098 
0.548 0.083 0.113 
年間所得（１期前） 0.716 
0.803 










2006年政策ダミー 0.136 ＊＊＊ -0.066 ＊ 0.055 
0.043 0.032 0.046 
2013年政策ダミー -0.444 ＊＊
0.166 
R-squared 0.780 0.886 0.959 0.871 
Adjusted R-squared 0.720 0.841 0.943 0.819 
F (zero slopes) 12.986 0.001 19.506 0.000 58.449 0.000 16.825 0.000 




































説明変数 被説明変数男性会員総数 60-64歳会員数 65-69歳会員数 70歳以上会員数
定数項 -0.175 -32.118 -14.144 -1.617 
4.872 17.723 8.616 1.607 
失業率 -0.038 2.800 ＊＊＊ 1.268 ＊＊＊ -0.216 





60歳代年間所得（１期前） 5.012 ＊ 0.912 
2.620 1.274 




2006年政策ダミー 0.057 -0.349 ＊＊ -0.138 ＊＊ 0.033 
0.037 0.124 0.060 0.025 
2013年政策ダミー -0.083 ＊
0.041 
R-squared 0.649 0.921 0.899 0.419 
Adjusted R-squared 0.508 0.890 0.859 0.187 
F (zero slopes) 4.619 0.023 29.286 0.000 22.356 0.000 1.806 0.204 
Log likelihood 29.234 8.440 19.260 33.531 
（注）被説明変数および説明変数は対数である。各変数の上段は係数、下段は標準誤差
表４．男性の会員総数・年齢階層別会員総数モデルの推定結果
－ 27 －
高齢者雇用政策が高齢者の就労行動に与えた影響
関があることから、不況になって職探しに困っ
た時にシルバー人材センターに頼る人が増える
と考えられる。
　ただし、60-64歳の年齢階層のグループは、
年間所得に関しても正に有意の相関がある。こ
の結果からセンターへの登録目的が、収入では
なく「余暇」のためとする人も含まれることが
示された。
　70歳以上の会員については、2013年の年金支
給開始が65歳以上となることがシルバー人材セ
ンターの登録数に有意に負の影響があることが
わかった。
５．おわりに
　高齢者の就業機会を提供する団体として1975
年の高齢者事業団から発展してきたシルバー人
材センターは、従来の臨時・短期またはそのほ
か軽易な業務を通じて高齢者に「生きがいを得
るための就業」を提供してきた。しかし高齢化
の進展により、年金制度の維持と労働力維持の
ために年金制度の見直しと高齢者の就業を促進
する政策が同時に展開され、シルバー人材セン
ターもまた「生きがい」から労働力としての就
業を促進する窓口へと機能を変化している。し
かしシルバー人材センターの登録者数は2013年
以降頭打ちとなり、減少傾向にある。
　本稿は、高齢者の就業機会の提供の場として
シルバー人材センターの登録者数は増加すると
予想される状況にもかかわらず、実際には登録
者数が減少傾向にあるのは、高齢者雇用安定法
の雇用確保措置によって継続雇用が65歳まで認
められるようになったり、他所での就業機会が
拡大したため60歳代の人のシルバー人材セン
ターの利用が減ったとの仮説をたて検証した。
　分析では、シルバー人材センターの登録者数
を男女別に60歳から64歳、65歳から69歳、70歳
以上の３つの年齢階層に分け、その年齢階層に
おける割合を被説明変数とした。それに対し、
各世代の年間所得、年間収入、高齢者の雇用機
会の拡大が始まった2006年の政策変更および
2013年の老齢厚生年金の定額部分の支給開始が
与えた影響を推計した。
　分析の結果、2006年から実施された高齢者の
雇用継続措置は、シルバー人材センターの総会
員数に負の影響を与えており、高齢者の雇用機
会の拡大がシルバー人材センターの利用者数を
減少させた可能性があることが明らかとなった。
ただし、性別に分けてみた場合、男性と比べて
相対的に雇用の機会に恵まれない高齢の女性に
とっては、2006年の制度変更はシルバー人材セ
ンターの登録数に有意に正の効果をもたらして
おり、収入確保のための雇用機会の場として利
用されていることが示された。
　また、70歳代以上の高齢者全体でみると、
2006年の制度改正は、人材センターの登録数に
有意に正の効果をもたらしている。この結果は
性別にかかわらず70歳以上の高齢者で就業を希
望する者にとって、シルバー人材センターが就
業機会を探す場として使われていることを意味
する。特に70歳代の女性で年間貯蓄が少ない場
合には、シルバー人材センターの利用登録が増
えることが示唆された。
　本稿で行った分析は、シルバー人材センター
の登録者数と高齢者雇用と年金政策の相関を計
測したものであり、政策変更が登録者数に与え
た影響の因果を説明するものではない。また、
今回の分析では、60歳代の登録者において、「生
きがい」を目的とし登録する人と、就業し収入
を目的として登録する人の２タイプが混在して
いるような結果がみられた。シルバー人材セン
ターに登録する人のうち、これらの２タイプが
どのような比率で存在し、登録の真の動機が何
であるかを明らかにするにはアンケートや個票
データを用いて分析することが必要である。こ
の点については今後の課題である。
－ 28 －
岡　村　　　薫
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